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Ⅰ　はじめに

我が国において、2015年 3月31日に民法の一部を改正する法律案（平成29年法

律第44号）が国会に提出され、2017年 5月26日に可決に至った。同法は、一部の

規定を除き、同年 6月 2日の公布から 3年を超えない範囲で施行がなされる。債

権法を中心とする約110年ぶりの改正が話題となっている。

同じく近年、大改正がなされた国として、アルゼンチンが挙げられる。約145

年ぶりの大改正であり、民法典と商法典の統合1）により、新たに民商法典

（Ley26.994）が、2014年10月 1日に成立した。この新民商法は、同年10月 8日に

官報に掲載がなされ、2015年 8月 1日から施行された。

本稿は、近年改正がなされたアルゼンチンにおける民法の債権法分野のうち、

瑕疵担保責任法制に主眼を置き、改正点やその経緯、国際的動向を踏まえ、なお

も残存する問題の提起及び考察を行うことを目的とする。

Ⅱ　アルゼンチン民法の沿革

旧民法典2）であるアルゼンチン共和国民法典（（Código Civil de la República 

Argentina）は、1869年に成立し、1871年から施行されたものである3）。この旧民

法については、ブラジルのフレイタス草案（Esboço de Freitas）4）、チリ民法典5）、

スペイン旧法6）、フランス民法典（ナポレオン法典）7）等を参考に起草された8）。そ

の後、民法典の抜本的な改訂については、1987年草案、1998年の統一民法案と、

20世紀初頭から取り沙汰されて来たが、結実しなかった。そして遂に、商法典と

の統合を図るという形で、2014年に、新たに民商法典（Código Civil y Comercial de 

Argentina）として成立し、2015年 8月 1日に施行に至ったという経緯である。

Ⅲ　形式的問題点について

アルゼンチンの瑕疵担保責任は、①物の瑕疵に基づく担保責任、②権利の瑕疵

に基づく担保責任（追奪担保責任）に大別されてきた。新民商法第 3巻 9章 4節

（Sección Cuarta del Libro Tercero del Código Civil y Comercial）の第 1パラグラフ（民

商法1033条以下）に両者に共通の一般規定を設け、第 2パラグラフ（民商法1044条
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以下）において権利の瑕疵に基づく担保責任、第 3パラグラフ（民商法1051条以下）

において物の隠れた瑕疵に基づく担保責任を扱っている。

1　瑕疵担保責任の規定の体系上の位置づけに関する考察

アルゼンチン民商法典の中での、瑕疵担保責任の体系上の位置づけについて言

及する上で、着目しておきたいのが、有償性の概念である。旧民法1139条及び新

民商法967条には、有償契約についての定義規定が設けられている。両規定は、

契約の当事者双方が対価的意味を持つ給付を行う契約が、有償契約であるとして

いる。その上で、このような契約において、当事者における利害の公平性を確保

することが、瑕疵担保責任の規定の主要な趣旨であると考えられている9）。

旧民法典では、瑕疵担保責任の規定は、第 2巻 3編13章及び14章（Sección 

Tercera del Libro Segundo del Código Civil）に置かれていた。これらの章の前後には、

終身定期金契約（el contrato oneroso de renta vitalicia）と寄託契約（el contrato de 

depósito）に関する規定が配置されていた10）。しかしながら、瑕疵担保責任の規

定を、個別の典型契約の規定の間に配置したことは、不適当であったと考えられ

る。なぜなら、前述した趣旨に照らせば、瑕疵担保責任の規定は、有償契約全般

に係る一般規定の中に配置されるべきであると考えられるからである11）。

今回の改正において、瑕疵担保責任の規定の配置を刷新し、契約の効果の一般

規定の中に設けることとなった12）。このような条文の配置の見直しは、有償契約

全般に瑕疵担保責任の担保機能が及ぶことを、明確に示すことに繫がった13）。他

方で、売買の規定の中で、瑕疵担保責任の規定を扱っている国も多い14）。売買契

約における瑕疵担保責任の規定の汎用性の高さも踏まえ15）、比較法の観点からも、

有償契約全般に準用する旨の規定を置いた上で売買の章に規定を設けることに関

しての検討がなされることが望ましい。

2　瑕疵担保責任規定の条文における用語に関する考察

旧法典の瑕疵担保責任の規定の文言には、瑕疵担保の「担保」を意味する、フ

ランス法と結びつきの強い“garantía”という用語16）が用いられていた。しかし

ながら、今回の改正においては、2002年改正のドイツ法の影響を大きく受けた。

このような背景により、ドイツ法と結びつきの強い、瑕疵責任の「責任」を意味

する“responsabilidad”や、「義務」を意味する“obligación”といった用語17）を

瑕疵担保責任の条文に取り入れることとなった。結果、新民商法1039条において
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は、「瑕疵担保責任」が“responsabilidad de saneamiento”と銘打たれている。

しかしながら、個々の条文の中身に着目すると、随所に、“garantía”、

“responsabilidad”、“obligación”という用語が混在している18）。起草に際し、こ

れらの用語が、意図的に区別されて用いられたとは言い難く19）、条文の文脈上、

より簡明な形での修正が求められるところであると考える。

Ⅲ　瑕疵担保責任の系譜及び帰趨、諸国の動向について

アルゼンチンの瑕疵担保責任の実質的な内容及びその問題点の考察の前に、本

章では、瑕疵担保責任の系譜及びその帰趨（法的性質を巡る議論の変遷）について

述べる。また、後述するアルゼンチン法制の問題点に関わる、債務不履行への一

元化の国際的潮流について触れるとともに、諸国の動向として、アルゼンチン民

法に大きな影響を与えてきたフランス法及びドイツ法、同じく近年に債権法改正

が行われた日本法について言及する。

1　瑕疵担保責任の系譜及び帰趨

（ 1 ） 瑕疵担保責任の系譜

追奪担保責任と瑕疵担保責任の両担保責任は、双方共にローマ法上の制度であ

る。しかしながら、両者は全く異なった系譜にある。「追奪担保責任は、売買さ

れて引き渡された目的物が所有者から追奪された買主が、売主に対して問うこと

ができる責任」20）である。追奪担保責任は、所有権移転義務の存しなかったロー

マ法において、買主救済制度として、ローマ市民法上、発展した21）。それに対し

て、瑕疵担保責任は、市場で売買された奴隷や家畜に瑕疵があった場合の買主救

済を目的として、ローマの按察官が布告によって認めた制度であり、時代を経て、

対象となる売買の目的物が拡張していった22）。

（ 2 ） 追奪担保の帰趨

ローマ法に起源を持つ追奪担保責任は、大陸ヨーロッパの近代法により継承さ

れ、債務不履行制度との関係で、如何に位置づけられるかが議論となっていった。

「追奪担保責任は、所有権の移転との関係の整序において問題とな」23）ってきた。

フランス民法典は、「売買契約の本質を所有権の移転に求め、売買契約の締結に

より所有権が移転することとしたため、他人物の売買を無効とした。他人物売買
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では、売買契約の本質である所有権の移転が生じないためである。したがって、

他人物の売主は買主に対して所有権移転義務の不履行責任を負わないが、あり得

べき買主の損害を塡補すべく、追奪担保責任を負うこととなる」24）。他方で、ド

イツ普通法においては、売主の所有権移転義務を承認するに至った。所有権移転

が行われずに、買主が所有者から追奪を受ける場合、売主は、所有権移転義務の

不履行に基づく責任を負うこととなった。すなわち、「ローマ伝来の追奪担保責

任を、売主の所有権移転義務の不履行制度へと解消」25）させたということであっ

た。

（ 3 ） 瑕疵担保責任の帰趨

瑕疵担保責任も、各国の近代法典へと継承された。債務不履行責任と瑕疵担保

責任の関係については、ドイツ意思表示論を起点として議論が展開されてきた26）。

この理論によれば、瑕疵の有無に拘わらず、合意した「この」物を引き渡すこと

によって、給付義務を尽くしたこととなる。これは、いわゆる特定物ドグマの考

え方である。しかしながら、これでは、「瑕疵があるとは思いもせずに合意した

買主が支払うべき代金額と、売主が給付する瑕疵ある物の価値との間に不均衡が

生じる」27）。そこで、双方の給付の均衡を図るための法定責任として、瑕疵担保

責任が存する、という理解がなされた。他方で、「売主にあるべき性状を備えた

給付義務を観念することで、あるべき給付義務の不履行責任と解釈する見解が登

場し」28）てきた。

（ 4 ） 小　括

前述してきた通り、ローマ伝来の瑕疵担保責任は本来、債務不履行責任とは一

線を画する責任として理解されてきた。しかしながら、その後、追奪担保責任に

関しては、売主の所有権移転義務を認めることで、所有権移転の不履行責任とし

て債務不履行体系に吸収されていった29）。また、瑕疵担保責任も、合意した内容

に適合した物を引き渡す義務の不履行責任と理解し、債務不履行責任の一環とし

て捉える見解が発展してきた30）。詳しくは後述するが、このような追奪担保責任

及び瑕疵担保責任と債務不履行責任の一元的理解は、国際的な潮流と合致してい

ると言える。
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2　国際的潮流及び諸国の動向

前節で述べてきた通り、瑕疵担保責任の法的性質をめぐっては、瑕疵担保責任

の債務不履行責任への一元化が、国際的な潮流となっている。1980年には、国際

物品売買に関する国際連合条約（ウィーン売買条約又は CISG）が採択された31）。

瑕疵担保責任の債務不履行責任への一元化が図られたこの条約の基本的な枠組み

は、国際商事契約原則（UNIDROIT）やヨーロッパ契約法原則（PECL）に継承さ

れている32）。

（ 1 ） ドイツ民法

ドイツにおいては、「債務法を現代化するための法律」が2001年に成立し、

2002年に施行された。債務法現代化以前のドイツ民法（旧 BGB）においては、「権

利の瑕疵については一般の債務不履行と同様の扱いをし、他方において、物の瑕

疵については、特定物と種類物とに分けて特別な担保法制」33）を定めるという形

を採っていた。債務法現代化により、売主が「物の瑕疵および権利の瑕疵のない

物を買主に取得させる義務」34）を負うべきこと（BGB433条 1項 2文）を承認した

上で、瑕疵責任の要件・効果を、原則的には、一般給付障害法へと統合すること

となった35）。瑕疵責任が、債務不履行責任へと一元化されたと言える。

（ 2 ） フランス民法

フランスにおいては、民法典の売買の章に、売主の義務として、引渡義務と担

保責任が定められている（フランス民法1603条）。その上で、担保責任の中に、追

奪の場合における担保責任（同法1626条以下）及び売却物の欠陥についての担保

責任（同法1641条以下）を各々規定している（同法1625条）36）。

権利の瑕疵につき、前述した通り、フランス民法は、他人物売買を無効とする

ことで、追奪担保責任と債務不履行責任の整序を行ってきたというのは前述した

通りである。他人物売買で所有権を移転できない場合、売主は所有権移転義務の

不履行責任を負わないが、所有者から買主が追奪を受けた場合の買主の救済手段

として、追奪担保責任が機能している。

他方で、物の瑕疵（売却物の欠陥）につき、売主の瑕疵担保責任と、引渡義務

の不履行責任との区別が問題になっている。「引渡義務は、単なる物の物理的な

引渡しを意味するのではなく、物の性質が契約に適合するか否かをも問題とする
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概念であり、同じく物の適合性を保障する瑕疵担保責任と、その基盤において共

通」37）し、両者の適用範囲が重複するか否かには争いがある38）。両者がいずれも

債務不履行の一場合に過ぎないと解する説（一元説）と、両者を明確に区別する

説（二元説）が対立してきた。現時点では、瑕疵概念の限定や条文の文言解釈から、

両者を区別する二元説が通説的見解とされ39）、瑕疵担保責任と債務不履行責任は、

峻別されていると言える40）。2016年のフランス債務法改正も、瑕疵担保責任を含

む契約各則を対象とするものではなく、立法上も見解の変化は見られない41）。

（ 3 ） 日本民法

（a） 改正前民法における議論

改正前、瑕疵担保責任の法的性質を巡っては、法定責任説及び契約責任説の伝

統的な説対立に基づき、議論が為されてきた。我が国における法的性質をめぐる

現在の議論は、前述した伝統的な「二項対立の図式では描くことができない状況

に立ち至っている」42）との指摘もある43）。しかしながら、本稿では、我が国にお

ける、瑕疵担保責任の債務不履行責任への一元化の流れを示すことを目的として、

改めて、この伝統的な二項対立について概説しておきたい。

権利の瑕疵担保責任についての前述した説対立は、「観念的所有権の移転義務

（権利供与義務）を承認するかどうかをめぐる対立構造として捉えられる」44）。権

利供与義務を観念せず、引渡義務の履行を以て、売主は不履行責任を負わないと

いう捉え方によれば、権利の瑕疵に基づく担保責任は、「買主に特別に与えた救

済手段（政策的保護制度）」として理解される（いわゆる法定責任説）45）。他方で、

外形的な行為を内容とする引渡義務に加え、観念的な所有権移転義務が売主に義

務づけられるという捉え方によれば、権利の瑕疵に基づく担保責任は、売主の不

履行責任の特則として理解される（いわゆる契約責任説）46）。

物の瑕疵担保責任については、いわゆる「『特定物ドグマ』を承認するかどう

かをめぐる対立構造として捉えられ」47）てきた。「特定物ドグマ」の考え方（前記

Ⅲ 1（ 3））に依拠し、瑕疵担保責任は、完全な履行が行われたことを前提とし

た上での利益調整のための法定責任として理解する考え方（法定責任説）があ

る48）。他方で、瑕疵ある物の引渡しは履行として不完全であると捉え、瑕疵担保

責任は、債務不履行の特則にあたると理解する考え方（契約責任説）がある49）。

（b） 改正民法

改正後は、「物の種類・品質・数量に関して契約の内容に適合した物を引き渡
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すべき義務」及び「契約の内容に適合した権利を供与すべき義務」を、当然の前

提50）として規律が為されている。従前の瑕疵担保責任は、契約不適合という不

履行責任として捉えられ、債務不履行責任への一元化に至った。効果に関しては、

改正前民法の債務不履行法理のもとで当然とされていた買主の追完請求権が明文

として新設された（改正民法562条）。契約責任説の採用及び特定物ドグマの否定

が明らかになった改正であり51）、国際的潮流とも合致していると言えよう。

Ⅳ　アルゼンチンにおける瑕疵担保責任についての概説

1　改正の経緯

改正前の瑕疵担保責任の法制は、フランス法に大きな影響を受けたものであっ

た。しかしながら、今回の改正は、国際的潮流と合致する債務法現代化後のドイ

ツ法に倣う方向で起草が進められた52）。

2　物の瑕疵担保責任及び追奪担保責任の共通規定について

瑕疵担保責任及び追奪担保責任に共通の規定として、新民商法1033条には、責

任を負うべき主体が、以下のように規定されている53）。

民商法1033条　責任主体

瑕疵担保責任を負うべき者

a）有償での財産の譲渡人

b）他人と財産を分割した者

c）有償の譲渡に影響を与えた各々の前主

同法同条に加え、同法1035条においては、無償取得の場合は、原則としては、

担保責任の規定が適用されない旨が規定されている。すなわち、譲渡が有償で行

われていることは、物の瑕疵及び権利の瑕疵、双方の担保責任に共通する要件で

あると解される。

瑕疵担保責任の加重、軽減及び排除については、同法1036条に規定を置き、合

意による処分可能性を認めている。他方で、特段の定めが存しない場合、瑕疵担

保責任は、譲渡人の主観を考慮しない客観的責任、すなわち無過失責任を前提と

して機能する54）。
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3　瑕疵担保責任の要件

新民商法における瑕疵担保責任の要件は、旧民法におけるそれと比較し、大幅

な改正は行われなかった（本章（ 1）及び（2）で詳述する）。したがって、ここでは、

旧民法の具体的な条文の訳出の提示及び解説は割愛することとする。

（ 1 ） 物の隠れた瑕疵に基づく担保責任の要件

物の瑕疵の担保責任の要件については、民商法1051条以下に規定を置いている。

同法1051条において、隠れた瑕疵は、解除原因となるべき瑕疵とそれ以外の瑕疵

に区別されている。解除原因となるべき瑕疵については、同法同条 b号に原則

的な定義規定を設け、その上で、同法1052条において、合意による担保の拡張を

認めている。他方で、同法1053条に除外規定を設けており、担保責任を負うべき

瑕疵の範囲に一定の限定を加えている。条文は以下の通りである。

民商法1051条　隠れた瑕疵の担保責任の内容

隠れた瑕疵の担保責任は、次に掲げる範囲に及ぶ。

a）1053条の定める除外に含まれない欠陥。

b）解除原因となるべき瑕疵。解除原因となるべき瑕疵とは、物の構造や機

能から、その用途に適さない物にする欠陥又は譲受人がその欠陥を知ってい

たなら取得しなかったであろう、若しくは著しく低い対価であったであろう

ほど、有用性を減少させる欠陥を言う。

民商法1052条　担保の合意による拡張

次に掲げる場合、欠陥を解除の原因となるべき瑕疵とみなす。

a）譲受人が知るべきであったとしても、特定の欠陥に関して当事者の合意

があった場合

b）譲受人が欠陥又は品質の不良を知るべきであったとしても、譲渡人が、

欠陥の不存在又は一定の品質を保証していた場合

c）物の製造や商業の関係者が、特段の保証を行っていた場合。反対の合意

がある場合を除き、譲受人は契約事項に従った担保から生じる権利を行使す

ることを選択し得る。

民商法1053条　除外

隠れた瑕疵担保責任は、次に掲げる場合に及ばない。
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a）目的物の欠陥を譲受人が知っていた、又は取得時に適切な調査を通して

知るべきであった場合。ただし、それらの欠陥について明示の留保を行った

場合を除く。財産が複雑性のある特別な性格を呈している場合又は欠陥を知

るために一定の科学的若しくは技術的知見を要する場合は、その確定のため

に引渡し場所の慣習が適用される。

b）目的物の欠陥が取得時に存しない場合。欠陥の存在は、譲受人が立証責

任を負う。ただし、譲渡人が、譲渡に関して専門的な事業を行う者である場

合はこの限りでない。

以上から、物の瑕疵担保責任を追及する要件は、原則として、①財産の有償の

譲渡が行われたこと（民商法1033条）、①「隠れた」欠陥が存すること（同法1051条）、

②欠陥につき、譲受人が善意無過失であること（同法1053条 a号）、③欠陥が取得

時に存していたこと（同法同条 b号）、であり、解除には、前述した要件に加え、

④欠陥が重大であること（同法1051条 a号）、を要する。物の瑕疵の担保責任の要

件については、フランス法に倣った旧規定の大枠を維持しており、大きな改正は

図られなかった。

（ 2 ） 権利の瑕疵に基づく担保責任（追奪担保責任） の要件

権利の瑕疵に基づく担保責任の要件は、民商法1034条以下に規定を置いている。

同条は、「追奪担保責任の内容」と銘打ち、担保責任を負うべき場合を列挙し、

その上で、同法1035条に除外規定を設けている。条文は以下の通りである。

民商法1044条　追奪担保責任の内容 

追奪担保責任は、譲渡した権利の存在及び適法性を、次に掲げる範囲で担保

する。

a）取得以前又は取得と同時に原因が存する、財産についての全部又は一部

の権利の混乱

b）譲渡人に譲受人が、仕様を指定した場合を除く、知的財産権又は工業所

有権に由来する権利に基づく第三者の請求

c）譲渡人によって引き起こされた事実上の混乱

民商法1045条　除外

追奪担保責任は、次に掲げる場合を含まない。
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a）譲渡に関して無関係な第三者によって引き起こされた事実上の混乱

b）法律の規定に由来する権利の混乱

c）移転以前に由来し、移転後に獲得された権利による追奪。ただし、著し

い経済的な不均衡が生じている場合は、裁判所は、この規定を排除し得る。

同法1044条 a号のいう「権利の混乱（turbación de derecho）」とは、譲受人の権

利を争点とする裁判上又は裁判外の第三者による請求のことであると解されてい

る55）。この第三者は、財産に関し、譲受人の権利に優越する正当な権利を有する

者である56）。また、同法1044条 c号は、1998年草案及びペルー民法を基にし、新

たに加えられた57）。譲渡人の直接的及び物理的な行為により、財産の喪失、価値

の低下、あるいは取得した目的が果たせなくなるといった場合である58）。

物の瑕疵に基づく担保責任と同様に、要件の大きな改正点はなく、フランス法

由来であり、アルゼンチン法上の伝統的な要件として捉えられてきた、「権利の

混乱」要件を維持することとなった。

4　瑕疵担保責任の効果

（ 1 ） 旧民法における瑕疵担保責任の効果

旧法典においては、物の瑕疵及び権利の瑕疵に基づく瑕疵担保責任の効果を

各々別箇に規定していた59）。

（a） 物の瑕疵に基づく瑕疵担保責任の効果

物の瑕疵に基づく瑕疵担保責任の効果については、旧民法2174条において、①

解除訴権及び②減額請求訴権を認めている。加えて、旧民法2176条に、損害賠償

請求訴権に関する規定を置いている。条文は以下の通りである。

旧民法2174条

前条の場合、譲受人は、契約の効果を無効にし、物を譲渡人に返還し、対価

を返還させる解除訴権又は解除の原因となるべき瑕疵による物の減額請求訴

権を有する。

旧民法2176条

職業若しくは技術上、譲渡人が売却された物の隠れた瑕疵若しくは欠陥を

知っていた、又は知るべきであり、かつ譲受人に瑕疵が明らかになっていな

かった場合、契約の前条の訴権に加えて、契約解除の場合、譲受人は、損害
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賠償請求訴権を有する。

（b） 権利の瑕疵に基づく瑕疵担保責任（追奪担保責任） の効果

「追奪」とは、譲受人の権利をはく奪する確定判決により実際にはく奪がなさ

れる状況を表すだけでなく、そのはく奪に至らしめる請求自体のことも意味す

る60）。追奪の 2つの意味を段階的に捉え、請求から判決確定までの段階を①「第

一の追奪（principio de evicción）」、判決が確定して実際に権利のはく奪が起きる段

階を②「生み出された追奪（evicción producida）」と呼ぶ説も登場している61）。ア

ルゼンチンにおける追奪担保責任の機能は、この①「第一の追奪」の段階から作

用し始める62）と解されており、その担保の端緒が、旧民法2108条に定められて

いる。条文は以下の通りである。

旧民法2108条

第三者が物の所有権、占有権、地役権の行使若しくは取得に含まれる他の権

利の行使を請求した場合又は所有、収益若しくは占有による混乱がある場合、

譲渡人は、譲受人の防御のために訴訟に参加しなければならず、訴訟法の定

める期間内に告知を受ける。

旧民法は、まず、前述した追奪の第一段階で、旧民法2108条に定めるところの

訴訟に参加する義務を、譲渡人に課している。その後、権利をはく奪する確定判

決に直面した段階（「生み出された追奪」の段階）で、権利はく奪に由来する損害

を賠償する給付義務、主として金銭賠償の義務が譲渡人に課されるというシステ

ムを採っていた63）。

（ 2 ） 新民商法における瑕疵担保責任の効果

改正を経て、瑕疵担保責任の効果につき、物の瑕疵及び権利の瑕疵に基づく瑕

疵担保責任の両者に共通の規定を設けることとなった。条文は以下の通りである。

民商法1039条　瑕疵担保責任64）

瑕疵担保責任の担保権者は、次から選択する権利を有する。

a）権利の瑕疵担保責任及び物の瑕疵の修補請求（reclamar el saneamiento del 

título o la subsanación de los vicios）

b）代替可能である場合、同等の財産の給付請求（reclamar un bien equivalente）
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c）1050条及び1057条に定める場合を除いた、契約の解除の意思表示（declarar 

la resolución del contrato）

民商法1040条　損害賠償責任

瑕疵担保責任の担保権者は、次に掲げる場合を除いて、損害賠償を請求する

権利を有する。

a）譲受人が、追奪の危険若しくは瑕疵の存在を知っていた、又は知り得た

場合

b）譲渡人が、追奪の危険若しくは瑕疵の存在を知らなかった、又は知り得

なかった場合

c）譲渡が、譲受人の危険において行われた場合

d）裁判上又は行政上の競売によって取得した場合

ただし、譲渡に関して専門的な事業を行う者が譲渡人であり、譲受人は同様

でない場合、a号及び b号によっても、損害賠償責任は免じられない。

旧民法において明文になかった追完請求を認めた（民商法1039条 a号及び b号）

こと、物の瑕疵及び権利の瑕疵に共通する統一的規定を確立したことが主たる改

正点である。以下では、前述した共通規定を踏まえながら、物の瑕疵と権利の瑕

疵に分けて、担保責任の効果に関して各々詳述することとする。

（a） 物の瑕疵に基づく担保責任の効果

物の隠れた瑕疵の場合、①瑕疵修補請求（民商法1039条 a号）、②代物請求（同

法同条 b号）、③解除の意思表示（同法同条 c号）、④損害賠償請求（同法1040条）

が可能である。これらは、その利益に応じて、譲受人が選択することができる。

ただし、解除については、欠陥が修補可能であって、譲渡人が修補を申し入れ、

それを拒否した場合、譲受人は契約を解除する権利を有しない（同法1057条）。ま

た、損害賠償請求につき、譲受人の善意無過失に加えて、譲渡人の悪意が要件と

なっていることに留意されたい。譲受人の善意無過失の要件は、物の瑕疵に基づ

く担保責任の一般的な要件及び損害賠償請求の双方に共通する要件である。他方

で、譲渡人の悪意の要件は、損害賠償請求においてのみ、要件となっている。

（b） 権利の瑕疵に基づく担保責任（追奪担保責任） の効果

①（狭義の）権利の瑕疵に基づく担保の請求（民商法1039条 a号）65）、②代物請

求（同法同条 b号）、③解除の意思表示（同法同条 c号）、④損害賠償請求（同法

1040条）が可能である。（狭義の）権利の瑕疵に基づく担保責任とは、権利の瑕疵
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の滌除又はその他和解や契約等による瑕疵の除去の請求である。

旧民法においては、「第一の追奪」、すなわち第三者の請求の時点から、追奪担

保が機能し始めるというシステムを採っていた。このステムは、新民法において

も維持され、その表れとして、第三者が訴訟によって請求した場合の譲渡人の訴

訟参加義務を定めている（同法1046条）。また、同法1047条には、原則として、訴

訟の告知を受けた譲渡人が訴訟費用を負担する旨が定められている。条文は以下

の通りである。

民商法1046条　追奪による訴訟の告知

第三者が譲受人に、物の追奪を生じさせる訴訟において請求した場合、訴訟

の告知を受けた担保責任を負うべき者は、訴訟法の定める訴訟期間に訴訟に

参加しなければならない。譲受人は、訴訟を続行し得る。

民商法1047条　防御費用

担保責任を負うべき者は、権利の防御のための費用を、譲受人に支払わなけ

ればならない。ただし、次に掲げる場合はこの限りではない。

a）担保責任を負うべき者が訴訟の告知を受けない場合

b）担保責任を負うべき者が訴訟に参加し、請求を認諾したが、譲受人が防

御を続け、敗訴した場合

5　瑕疵担保責任の消滅及び出訴期間等

（ 1 ） 物の隠れた瑕疵の担保責任について

民商法1054条には、譲受人の瑕疵の通知義務が規定されており、譲渡人悪意の

場合を除き、60日以内に瑕疵の存在を譲渡人に通知しない場合、瑕疵担保責任は

消滅する旨が定められている。条文は以下の通りである。

民商法1054条　隠れた瑕疵担保責任の行使

譲受人は、欠陥が明らかになってから60日以内に、担保責任を負うべき者に

隠れた欠陥の存在を通知しなければならない。欠陥が徐々に明らかになって

きた場合、譲受人が指摘できる段階から、期間は起算される。この負担の不

履行は、隠れた欠陥の担保責任を消滅させる。ただし、譲渡人が欠陥の存在

を知っていた又は知るべきであった場合はこの限りでない。
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加えて、受領の時から起算される除斥期間については、民商法1055条に定めが

あり、出訴期間については、第 6巻の規定（民商法2564条）により、 1年と規定

されている。

民商法1055条　隠れた瑕疵担保責任の除斥期間

隠れた欠陥の担保責任は、次に掲げる場合、失効する。

a）　不動産の場合、受領の時から、 3年を経過した時

b）　動産の場合、受領又は作動時から、 6か月を経過した時

これらの期間は、合意により延長し得る。

出訴期間は、第 6巻の定めによる。

（ 2 ） 権利の瑕疵担保責任（追奪担保責任） について

追奪担保責任については、取得時効の期間の経過により責任が消滅する旨が民

商法1050条において規定されている。また、同法1048条においては、訴訟が提起

された場合、一定の事由により、責任が停止する旨が規定されている。条文は以

下の通りである。

民商法1048条　責任の停止

訴訟が提起された場合、以下に掲げるときに、追奪担保責任が停止する。

a）譲受人が、担保責任を負うべき者に、訴訟の告知をしなかったとき又は

訴訟法の規定に定める期間の経過後に告知したとき

b）担保責任を負うべき者が、訴訟に参加せず、譲受人が悪意であり、適切

な防御及び主張を行わない、又は不利な判決に対する申し立てや上訴を行わ

ないとき

c）譲受人が担保責任を負うべき者の同意なく請求を認諾したとき又は仲裁

や裁定に対して不利な形で従ったとき。

ただし、勝訴者の権利に対する正当な対抗が存しなかったために、追奪担保

責任を負うべき者の適時の訴訟の告知、参加、上訴の申し立て、若しくは審

理が無意味であったことを譲受人が立証した場合又は仲裁や不利な裁定が権

利に適合していることを立証したとき、責任は停止しない。
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Ⅴ　アルゼンチン瑕疵担保法制の特徴

1　消費者保護法（Ley de Defensa del Consumidor）の反映

新民商法における瑕疵担保責任制度の特徴の一つとして、1993年制定の消費者

保護法（Ley 24.240）の影響を受けたことが挙げられる。本節では、アルゼンチン

の消費者保護法が、今回の改正に与えた具体的影響について、個別の条文に着目

しながら言及する。

（ 1 ） 消費者保護法における「専門的職業性（profesionalidad）」概念の採用66）

（a） 民商法1038条

同法同条には、瑕疵担保責任を排除及び軽減する合意が制限される場合が規定

されている。旧規定においては、合意が制限される場合として、譲渡人悪意の場

合のみが明文として規定されていたが、今回の改正により、「譲渡人が、譲渡に

関して専門的な事業を行っており、譲受人が同様でない場合」を加えた。この「専

門的に事業を行う」というのは、消費者保護法に既存の「専門的職業性」の概念

により解釈されると考えられている67）。具体的には、①不特定の者への供給があ

ること、かつ②市場において利潤目的でなされること、かつ③財産及びサービス

供給者の組織的な一角であり、他方で生産、供給、販売、又は商業化の組織的な

実行が行われていることが、「専門的職業性」を肯定する上での必須条件である

と解されている68）。また、この「専門的職業性」は、消費需要を充当する価値の

付加によって区別されるとする考え方もある69）。

（b） 民商法1040条

同法同条は、物及び権利に瑕疵があった場合に、原則として、損害賠償請求が

可能である旨を規定している（民商法1040条）。その上で、例外として、①譲受人

が、追奪の危険若しくは瑕疵の存在を知っていた、又は知り得た場合（同法同条

a号）、②譲渡人が、追奪の危険若しくは瑕疵の存在を知らなかった、又は知り得

なかった場合（同法同条 b号）、③譲渡が、譲受人の危険において行われた場合（同

法同条 c号）、④裁判上又は行政上の競売によって取得した場合（同法同条 d号）

には、損害が認められない旨が定められている。さらに、例外の例外として、①

譲受人が、追奪の危険若しくは瑕疵の存在を知っていた、又は知り得た場合（同

法同条 a号）及び②譲渡人が、追奪の危険若しくは瑕疵の存在を知らなかった、



187

又は知り得なかった場合（同法同条 b号）であっても、譲渡に関して専門的に事

業を行う者が譲渡人であり、譲受人は同様でない場合、損害賠償責任は免じられ

ない旨を規定している。この例外の例外については、旧民法における瑕疵に基づ

く損害賠償請求の規定に明文はなく、消費者保護法においても、物の解除原因と

なるべき瑕疵に限定して規定されるに留まっていた（消費者保護法18条参照）。民

商法1040条は、前述した、消費者保護法の「専門的職業性」の概念を反映し、か

つ、対象を権利の瑕疵にまで拡大して、消費者保護法18条の趣旨を展開したもの

であると言えよう。

（ 2 ） 民商法1039条 b 号

消費者保護法は、民商法に先立って、代物請求を明文化している。消費者保護

法10条 bisには、事業者による供給又は契約上の債務の不履行があった場合に、

消費者が同等の代替製品を受領する、又は同等のサービスを受けることを選択し

得る旨の規定がある。また、消費者保護法17条には、物の瑕疵の修補がなされた

ものの、十分でなかった場合に、消費者が事業者に対して、同一の特質を有する

代替品を要求し得る旨が定められている。　　　　　

今回の改正により、瑕疵担保責任の効果を規定している民商法1039条に、代物

請求を認める旨が新たに規定されるに至った（民商法同条 b号）。この代物請求と

いう選択肢が確立したことは、古典的な民商法においては、革新的なことであり、

消費者法の一般法化70）（consumerización）の、表れの一つだと考えられている71）。

2　旧民法における要件の維持

前述してきた通り（前記Ⅳ 3）、改正を経てもなお、瑕疵担保責任の要件につい

ては、旧民法と歩調を合わせたものになっている。中でも、維持された要件のう

ち注目すべきは、物の瑕疵に基づく瑕疵担保責任における「隠れた瑕疵」要件、

権利の瑕疵に基づく瑕疵担保責任における「権利の混乱」要件である（注目すべ

き理由については次章で述べる）。本節では、旧民法における裁判例を、この二つ

の要件に焦点を当てて示すこととする。

（ 1 ）  「隠れた」瑕疵要件に関する裁判例（2009年 3 月 5 日首都普通控訴裁判

所72） A 法廷判決）

事案の概要は以下の通りである。1993年 3月 2日、X（原告）と Y業者（被告）
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の間で、地上一階に位置するユニット Aとその地下に位置するユニット Bの売

買契約（el boleto de compraventa suscripto）がなされた。当初は、建物の右側にあ

る共用の正面玄関からユニット Bへとつながる通路を建設する旨の合意がなさ

れていたものの、ユニット Aの部屋の左側の一角に狭い入口が建設されるに至っ

た。同年 5月15日の引渡しの際、前述した入口の瑕疵は、明らかであったが、X

は、何ら留保することなく、引渡しに応じた。また、1994年 2月22日、所有権が

移転する旨の証書（el acto de la escrituración）に署名を行った。さらにその後、X

は Yに対し、不動産売買の残りの代金の清算を二度にわたって行った。

裁判所は、争点となった、瑕疵担保責任の成否に関して、旧民法2173条におい

て、売主は明らかな瑕疵については瑕疵担保責任を負わない旨の規定が存するこ

とを示した。その上で、「明らかな瑕疵とは、引渡時に、通常の注意をもって発

見し得る瑕疵である」とした。本件においては、引渡時に前述した入口の瑕疵は

明らかであったのにもかかわらず、Xは引渡しに応じ、証書に署名を行い、その

後の清算は、取引が有効に実行されたことへの黙示的な同意を示すものであると

ころから、Y業者は瑕疵担保責任を負わないとした。

（ 2 ）  「権利の混乱」要件に関する裁判例（2011年 6 月30日首都普通控訴裁判

所商事部 D 法廷判決）

事案の概要については以下の通りである。X（原告）は、Y銀行（被告）の申立

てによる裁判外の競売により、2000年 9月30日にトラックを取得した。しかしな

がら、同年 9月11日に為されていた、Yの債務者にあたる訴外 Zによる当該競売

の前提となる差押えに対する取消し請求が、同年10月12日に認められた。その後、

2001年 4月30日に、改めて裁判上の競売が行われた。Xは、前述したトラックの

所有権をはく奪されるに至った。

裁判所は、争点となった追奪担保責任の成否に関して、旧民法2091条から、追

奪とは、「取得した権利の全部又は一部のはく奪として理解され、そういったは

く奪は、財産の取得以前又は取得時に原因を有するもので、判決の効力による所

有権や使用権の混乱に基づく」と示している。その上で、「売主とは無関係な第

三者の請求及び裁判の帰結により追奪が生じた場合は、売主は責任を負わない」

旨を示した。本件においては、訴外 Zによる競売の取消し請求が認められ、改

めて裁判上の競売が行われるという、Y銀行とは無関係の事由により、Xがト

ラックの所有権のはく奪を受けていた。さらに、はく奪の原因（訴外 Zの請求が
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認められ、その後、トラックが裁判上の競売にかけられたこと）は、Xがトラックの

取得した後にあった。以上のことを指摘し、裁判所は、Y銀行は追奪担保責任を

負わないと示した。

Ⅵ　実質的な問題点について

1　物の瑕疵に基づく担保責任について

（ 1 ） 問題の所在

前述してきた通り、アルゼンチンは改正を経てもなお、「隠れた」瑕疵要件を

維持した。「新しい立法ほど、『隠れた』瑕疵という要件を採用しない傾向にあり、

『隠れた』瑕疵という要件は、歴史的には消え行く要件のようである」73）という

指摘もある。本節ではまず、この要件を維持した意義はあるのか、他の成立要件

との関係で検討する。その上で、譲渡人・譲受人間（売主・買主間）の利益調整

の観点から、「隠れた」瑕疵要件が、譲受人の権利行使に際してどのように機能

するのか、要件の維持は適当であったかについて論じる。

（ 2 ） 成立要件の関係から見た「隠れた」瑕疵要件の解消

物の瑕疵に基づく瑕疵担保責任について、民商法1051条においては、「隠れた

物の瑕疵担保責任の内容」と銘打ち、瑕疵担保責任が「隠れた」物の瑕疵にのみ

及ぶことを前提とした上で、同法1053条において隠れた瑕疵の担保責任が及ばな

い瑕疵の範囲をさらに限定するという構成になっている。同法同条は、①譲受人

が知っていた瑕疵及び取引上要求される一般的な注意によって認識すべき瑕疵

（民商法同条 a号）、②取得時に存在しなかった瑕疵（同法同条 b号）の場合、担保

責任は及ばない旨を規定している。条文の配置及び構成のみを考えれば、同法

1051条のいう「隠れた」瑕疵であるということが、同法1053条から独立した要件

となるように思われる。しかしながら、前述した裁判例（前記Ⅴ 2（ 1））のように、

「隠れた」瑕疵が一般的な解釈上、通常の注意をもってしても譲受人が認識しえ

なかった瑕疵として捉えられていることを踏まえると、「隠れた」瑕疵要件は、

1053条 a号の要件に解消することができよう。他方で、端から「隠れた」瑕疵要

件というものを独立した要件として捉えず、同法1051条及び1053条から、譲受人

の善意無過失要件という一つの要件のみを導き出す立場から考慮したとしても、

「隠れた」という文言を条文上に残存させた意義は乏しい。
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（ 3 ）「隠れた」瑕疵要件を巡る比較法上の検討

諸国の法には、「隠れた」瑕疵という要件としない立法もあり、むしろそれが

多数派である。この場合の「売主と買主の利益調整は、悪意の買主の排除、買主

の瑕疵通知義務またはその期間制限、更に瑕疵担保責任の権利行使期間の絶妙な

バランス調整によって担われている」74）。以下では、売主・買主間の利益調整の

観点から、比較対象としてドイツ法、フランス法及び日本法における規律を示し

た上で、アルゼンチンの法制について考察する。

（a） ドイツ法

ドイツ民法においては、瑕疵責任につき、「隠れた」瑕疵要件は明記されず、「悪

意の買主のみがその保護を否定されているが、他方で、商法において、商事買主

の検査通知義務が規定され、これにより善意売主の保護が図られている」75）。ド

イツにおいては、後述するフランスのような短期の権利行使期間はないが、権利

及び瑕疵の種類等で細分化された分類により、各々消滅時効の定めがある76）。

（b） フランス法

フランス民法においては、「隠れた」瑕疵であることが要件であり、短期（ 2

年間）の権利行使期間が規定されているが、他方で、前述したドイツ商法に見ら

れるような、買主の瑕疵検査通知義務に関する規定を置いていない77）。

（c） 日本法

改正前の日本民法においては、「隠れた」瑕疵であることと買主善意をいずれ

も要件とし78）、権利行使期間は短期（ 1年間）であった。それに加え、商人間の

売買については、商法において、買主に瑕疵通知義務を規定していた。前述した

フランスと同様に、「隠れた」瑕疵要件及び短期権利行使期間（ただし、フランス

では 2年間、日本では 1年間）を規定した上で、かつ、ドイツのように、商法に瑕

疵通知義務を規定していた。すなわち、日本の調整システムは、フランス型とド

イツ型の組み合わせであり、比較的「買主に厳しい立法」79）であったと言える。

改正後は、「隠れた」瑕疵要件を排除した。権利行使期間については、債権の

消滅時効の一般原則を適用すべきとする甲案、 1年間に制限する乙案の二案が検

討された80）。結果としては、履行が完了したことへの売主の期待の保護及び法律

関係の早期安定の必要性から81）、乙案が採用された（民法566条参照）。他方で、

改正前の 1年間の短期除斥期間が買主の負担が大きかったことも考慮され、従前

までは、「売主の契約不適合責任を問う意思を明確に告げて請求する損害額の根

拠まで示す」82）ことを要したが、改正により、不適合の事実を売主に通知すれば
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足りることとなった。しかしながら、それでもなお、権利行使期間が短期である

ことによる買主の負担は大きいと考えられるが、「買主がその不適合を知った時」

（改正民法566条）という期間の起算点に関する、個別の事案に基づいた柔軟な解

釈によって買主保護を図ることも可能であると思われる。また、商人間売買につ

いての目的物の検査通知義務（商法526条）は、維持されている。改正前の売主・

買主の利益調節システムと比較すると、改正後のそれは、若干であるが、より買

主の利益を保護する方向となったと言える。

（d） アルゼンチン

前述した通り、アルゼンチンの瑕疵担保責任は、「隠れた」瑕疵要件すなわち、

譲受人が認識し得えなかった瑕疵であること（民商法1051条）が要件とされてい

る。また、民商法1053条 a号において、譲受人の善意無過失を要求している。権

利行使期間については、同法1055条において、不動産の場合は 3年間（同法同条

a号）、動産の場合は 6か月（同法同条 b号）と規定している。また、出訴期間は

1年との定めがある（同法2564条 a号）。さらに、同法1054条において、譲受人の

瑕疵通知義務を定めている。同法同条によれば、譲受人は、欠陥が明らかになっ

表1　物の瑕疵担保責任における売主・買主（譲渡人・譲受人）間の 
利益調節システムの各国対照

「隠れた」瑕疵要件 瑕疵通知義務 権利行使期間，時効等

ドイツ × 〇
（商法337条）

〈消滅時効〉
（民法438条※）

フランス 〇
（民法1641条，1642条）

× 〈出訴期間〉
2年（民法1648条）

日本（改正後） × 〇
（商法526条）

〈権利の期間制限〉
1年（改正民法556条※※）
＋
〈消滅時効の一般準則〉

アルゼンチン
〇

（民商法1051条，
1053条）

〇
（民商法1054条）

〈出訴期間〉　1年
＋
〈除斥期間〉 
不動産：3年，動産：6か月
（民商法2564条，1055条）

※ドイツ民法438条は、権利及び瑕疵の種類等で分類し、各々消滅時効や権利が無効になる場合
を定める（前掲注76参照）。

※※ただし、目的物の数量に関する契約不適合は、566条の定める期間制限の適用はない。
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てから60日以内に担保責任を負う者に隠れた欠陥の存在を通知する義務を負い、

欠陥が徐々に明らかになってきた場合、譲受人が指摘できる段階から、期間は起

算される。この通知の不履行は、譲渡人悪意の場合を除き、隠れた瑕疵の担保責

任を消滅させることとなる。この譲受人による瑕疵通知義務は、旧民法には規定

されておらず、今回の改正を経て、新たに規定されるに至った。

アルゼンチンは、①「隠れた」瑕疵を要件とし、①譲受人の善意無過失、②短

期の権利行使期間、③譲受人の瑕疵通知義務によって、譲渡人・譲受人の利益を

調節しており、ドイツ型の利益調節とフランス型のそれを組み合わせたものに

なっていると言える。すなわち、これは、民法改正前における日本のシステムと

類似したものである。アルゼンチンにおける利益調節のシステムは、比較法の観

点から見て、譲受人に厳しい形で規律が為されていると考える。今回の改正によ

り、③譲受人の瑕疵通知義務が新設された以上、譲受人とのバランスを考慮する

と、譲渡人保護は、悪意譲受人の排除を以て足りると考える（これは、ドイツ型

のシステムである）。すなわち、民商法において、「隠れた」瑕疵要件が維持され、

そして、譲受人の無過失までも要求したことは過分である。

（ 4 ） 小　括

このように、アルゼンチンにおける「隠れた」瑕疵要件は、成立要件の観点か

らは、他の要件に解消し得るものであると言える。また、権利行使における譲渡

人・譲受人の利益調節の観点からも、過分であると解される。したがって、民商

法1051条の「隠れた」文言は、削除されることが望ましいと考える。

2　権利の瑕疵に基づく担保責任（追奪担保責任）について

（ 1 ） 問題の所在

今回、追奪担保責任の効果に関しては、国際的潮流や前述した消費者法の一般

法化の観点を踏まえ、一般の債務不履行に一元化を図る方向で改正がなされた

（民商法1039条参照）。他方で、要件としては、フランス法由来の「権利の混乱」

が旧民法から維持されることとなった（同法1044条）。この「権利の混乱」とは、

前述した通り、譲受人の権利を争点とする裁判上又は裁判外の第三者による請求

のことである。すなわち、この「権利の混乱」要件の維持によって、第三者の請

求なくしては、結局のところ、担保責任の効果は発生し得ない。つまり、今回の

改正においては、古典的な追奪担保責任の性格を排除しきれなかったということ
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になる。第三者の請求の如何により、偶発的に担保責任が発生し得ないというの

は、ドイツ法に倣い債務不履行の効果を反映させた趣旨を損なうものであり、不

完全な債務不履行への一元化である。譲受人救済の観点からも、第三者による偶

発的な請求から独立した救済方法をどのように確立していくかが問題となる。

（ 2 ） 解決策の提示

（ 1）の問題に関して、ここでは、解決策の提示を試みた学説（以下、「学説α」

と記載）を紹介する。その学説は、追奪担保の最も古典的な前提である、他人物

売買の事例への着目から出発している。

（a） 他人物売買

旧民法における他人物売買の場合の買主の救済方法は、まず、第三者による請

求以前は、買主は、無効の訴えが可能であり（旧民法1329条）、第三者の請求を境

に、追奪担保の効果により救済を受けることが可能であるというものであった83）。

民商法においては、他人物であることを明示した場合は、他人物の売買契約を有

効とし、物の引渡しや所有権移転義務を買主に負わせている84）（民商法1132条及び

1008条）。他方で、自己の物として他人物を売買した場合（追奪担保責任の典型的

な前提）は無効となると解されている85）。このようなケースにおいて、学説αは、
従来の通りの無効の訴えをするのではなく、権利の瑕疵に基づく担保責任の効果

として、解除請求が可能であると示している。以下でその根拠について詳述する。

（b） 民商法1039条 c号と同法1049条 a号の解除請求によるアプローチ

同法1039条 c号には、瑕疵担保責任の効果として、契約解除の意思表示が可能

である旨が定められている。同法1049条には、判決や裁定が追奪を生じさせた場

合（民商法同条 b号）に加えて、権利の瑕疵を譲受人が知っていたならば、取得

しなかったであろう、又は対価が著しく低かったであろうほどの権利の瑕疵が存

する場合に解除の意思表示が可能である旨が規定されている（同法同条 a号）。学

説αによれば、この民商法1049条 a号は、同法同条 b号との関係から、第三者か

らの請求によって追奪が生じなくとも、解除の意思表示をすることを可能とする

規定であると解釈される86）。すなわち、第三者の請求から独立して、解除の意思

表示が可能であるということである。さらに、解除は裁判外でも可能ではあると

解されているが、従来の無効訴訟をするのではなく、解除訴訟を行うことで、そ

の場面（審級）において、解除だけでなく、瑕疵担保責任の効果である同法1039

条の a号及び b号の請求も同様に行えると推論している87）。
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（ 3 ）　学説αへの反論

契約の一般に係る規定として、民商法1078条には、契約の解除の規定が置かれ

ている。同法同条 g号には、裁判において解除の意思表示をした場合、その後

の履行請求は妨げられる旨を規定している。同法1039条 a号及び b号はいずれも

追完請求にあたり、履行請求の一態様であるとの一般的な理解88）から鑑みれば、

解除訴訟により、解除の意思表示を裁判上行った場合、その後の追完請求は認め

られないと考えるべきである。

（ 4 ）　小　括

学説αの提示するアプローチは、第三者の有無に依存せず、解除の意思表示を
可能にすると考えられるものの、解除以外の他の請求が認められるかには疑念が

残るところである。「権利の混乱」要件が明確な形で維持されており、解釈論の

みでは限界がある以上、立法的解決が望まれると考える。

Ⅶ　結び及び今後の課題

本稿では、アルゼンチンの瑕疵担保責任法制を概説するとともに、批判的考察

を行ってきた。形式的な問題としては、条文の文言の統一的整理や瑕疵担保責任

の規定の体系的位置づけの再考が必要であると考える。実質的な問題点としては、

効果が国際的動向（特にも、ドイツ法）に合わせて刷新されたのに対し、伝統的

要件（フランス法由来）が維持されたことで生じる問題について論じてきた。こ

れらの問題は、明文で明確に要件が規定されている以上、解釈論でのアプローチ

には限界があり、立法による解決が期待されるところである。

本稿では、瑕疵担保責任の成否に焦点を限定し、旧民法から維持された伝統的

要件についての裁判例について示した。しかしながら、効果については、裁判例

の分析を試みることができなかった。瑕疵担保責任が債務不履行責任への一元化

へと展開していく国際的な流れの中で、効果に関してアルゼンチンにおける裁判

例がどのように変遷していったのか、明文に無かった追完請求権を認める動きは

見られなかったのか等に関しては、検討を要するところであった。また、学説α
の考え方が実際に裁判上で機能しているかに着目した検証は、今後の課題とした

い。
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